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セル・オートマトン法による構造形態創生に関する研究 
―制約条件を導入した座屈問題の考察― 
STUDY ON STRUCTURAL MORPHOGENESIS WITH CELLULAR AUTOMATON METHOD 
-Consideration of the buckling problem by introducing constraints- 
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This paper presents effective method for structural morphogenesis using a cellular automaton, representing 
a simple conceptual basis for the self-organization of structural systems. The proposed methods are sufficiently 
simple to solve topology optimization problems as pure 0-1 problems. Local rules for add and delete of cells are 
based on stress distribution in the structure. The effectiveness of the proposed method for 2-demensional 
problems is demonstrated through numerical topology optimization problem examples that introduce the 
buckling condition .  
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1.はじめに 
構造形態創生とは，予め与えられた境界条件や外力に
より構造物が呈する挙動を構造力学に従って論理的に求
める構造解析とは異なり，与条件を満足するような構造
形態を求める行為を言う[1]。その点において，構造形態
創生は構造設計と類似していると言えるが，計算技術が
飛躍的に進歩している現在でも，構造設計には人間の持
つ直感や感性が重要かつ不可欠である。そこで構造形態
創生においては，多様な解の中からデザイナーが形態の
発想を引き出すような環境を作ることが重要な役割とな
る。これらの解の積極的利用はモノづくりに幅広い選択
肢が与えられることになる。自然界に存在するような建
築デザインを目指す構造形態創生の一つに Cellular 
Automaton Method(以下，CA 法と略す)がある。多く
の研究者が CA 法の理論を用いて構造最適化問題を研究
している。既往研究では，セルの出現と消滅に関する局
所的な規則だけで形態創生を行っている。しかしながら，
全応力状態に近づくにつれて変位など非現実的な値が生
じた。これらに対して，既往の論文[2]で，応力に制限を
設けることで改善を施したが座屈する形態が見られてい
た。本論では，再分割の位相探索と同時に主応力の判定
と座屈判定を組み込むことで，所与条件を満足させた現
実解に近い形態を提案する。 
 
 
2.CA 法 
CA の考え方を構造工学における数値解析に応用する
と，全体がある目的関数に支配されているというトップ
ダウン型のアルゴリズムとは異なり，“分散的”かつ各
セルが“自律的”に「自己組織化」しながら，結果とし
て全体の秩序を形成させようとする創発型計算に分類さ
れる。創発型計算はセル間の局所的な相互作用を通して
大局的な秩序や挙動が生成されるボトムアップ的な機構
と，構築された大局的な秩序や挙動が逆に各セルの振る
舞いや相互作用に影響して変化するというトップダウン
的な機構を持ち，相乗効果を通して新たな秩序を発現さ
せる演算システムのことである。 
 
CA 法の解析手順を以下に示す。 
1.) 設計領域を均一な正方格子（セル）に分割する 
2.) 設計領域内に，支持点と荷重点を含み，荷重を支持
点まで伝達する任意の初期形状を設定する 
3.) 構造体の応力評価のために有限要素法を用いた応
力解析を行い，各セルの応力を求める 
4.) 位相グループの境目かの判定，構造形態の評価 
5.) 3.)で得られた応力を基に，次の解析 Step における
セルの状態すなわちそのセル上に材料が存在する
か否かを決定し，形状を更新する 
6.) 指定解析回数まで 3.)～5.)を繰り返す 
 
 
 
3.CA 法のアルゴリズム 
図 1に座屈判定を導入したCAのアルゴリズムを示す。 
 
 
 
 図 1 CA のアルゴリズム（座屈条件組込） 
 
（１）CA 法の基本アルゴリズム 
また,CA 法の基本アルゴリズムでは，次の２つの処理
が重要な役割を果たす。 
A）基準値の決定方法 
構造体における応力分布に着目し，それらの中で局部
的に応力値の高い領域（主に荷重作用点や支持点）を取
り除いた部分領域によって作り出した疑似的な正規分布
を使った基準値の決定方法を採用する。正規分布とは異
なり，これらには要素の分布に偏りが生じている。そこ
で，平均値を決定し，それに加えて要素の偏りを考慮す
るために平均値に対する標準偏差を導入した基準値の決
定を行う。 
 
 
 
 
 
図 2 疑似的正規分布 
 
構造全体の応力分布から抽出した部分領域内における
要素の持つ平均値を x とする。 
 
 
 
 
 
平均値  
応力 
:付加要素数  
     
図 3 基準値決定方法 
 
 
 
本論文では応力・座屈長さについて判定を設けている。
図 3 右に判定基準を下回った際の基準値決定方法を示す。
同様に，図 3 左に判定基準を上回った際の基準値決定方
法を示す。判定基準を上回った際には付加基準値のみを
作用させる。 
B）局所規制 
構造物の位相問題において，着目したセルの存在の有
無(以下，1:セル有り，0:セル無しと表現する)はそのセル
自身，またはその近傍セルの力学状態に依存する。セル
の付加と削除に関する局所規制を,Neumann 近傍を用い
て図 4 に示す。上限応力値 U と下限応力値 L 定め，着
目セルの応力がを U 超える場合，すべての近傍セルを 1
とし，着目セルの応力が L を下回る場合は着目セル自
身を 0 とする。 
 
 
 
 
 
  (1)セルの付加       (2)セルの削除 
図 4 近傍セルと局所規制 
 
（２）柱の判定方法 
本論文では座屈条件を導入する上で，柱幅比を用いる。
以下に,柱の判定方法,柱の長さと柱幅を示す。 
全体領域の要素番号を連番ごとに区切り,その連番の
集合をグループ要素とすると,柱の判断手順は以下であ
る。（判定順序を図 5 に示す） 
 
(1) グループ要素の真上を探索  
(2) グループ要素の真上の領域内(赤枠)に２つのグルー
プ要素が存在する場合,柱の区切り位置となる 
 
 
     
図 5  柱の判定順序 
 
柱長さ L：柱の上部,下部のグループ要素の中央の中心 
座標から相互の距離とする。 
柱幅 B：柱の各グループ要素幅の平均値とする。 
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（２）座屈判定の定義 
A) 柱幅比での判定 
 2014 年度の修士論文の研究で用いた座屈方法(1)を用
い,柱幅が柱成よりも 15 倍以上大きくなると座屈したと
みなす。 
       
15 (1)
:
:
L
B
L
B
　　　　　　　　　　　　
柱長さ
柱幅
 
B) Navier の式での判定 
建築基準法施行令第 77 条五項より,コンクリート圧縮
材が柱幅比 L/H15 倍以上大きくなった際に, Navier の式
(2),(3)を用いて,対象の柱部材に対し,検討を行う。 
 
        (2) 
 
         (3) 
  ： 強度低減係数 
 
N：支持力  ：コンクリートの圧縮強度 λ=l/i   
i：最少 2 次半径  l：柱長  A：断面積  
α：係数   両端ピン支持の RC 柱では α= 0.00005 
 
（３）特異点の応力処理 
本研究では新たに特異点の応力処理に関して以下の手法
を用い,解析を行った。具体的な計算過程を図 6 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 特異点の応力処理 
 
（３）特異点の応力処理 
より十分な位相探索を実現するため設計領域の再分割を
導入する。図 7 に再分割の過程を示す。 
 
        
  (1)分割密度が低い状態の形状   (2)再分割後のセルの状態 
図 7 再分割の過程 
 
3.構造形態創生 
本章では,再分割の位相探索と同時に応力・座屈長さに
判定基準を設け数値解析を行う。解析は第 3 章で述べた
座屈判定導入の手法(本手法)と従来の応力判定のみの手
法(既往 CA)を用いて,得られる形態の比較検討すること
で,本手法の有効性を検証する。優良解は座屈・応力判定
を満たし重量が最小な個体としている。 
応力判定は強度の不確実性を考慮し,圧縮設定許容応
力度を設計基準強度の 1/3 倍,引張設定許容応力度を 1/10
倍とした安全係数を用いる。座屈判定は柱長さが柱幅よ
りも 15 倍以上大きくなると座屈に対する検討を行う。 
 
（１）解析例 
図 8 に示す両端を支持された 10m×30m を設計領域と
したモデルと主な解析条件を示す。実際の計算は,対称条
件を用いて 10m×15mとした 1/2 領域を 50×75 のセルに
分割し,セルサイズは 0.2m×0.2m として行った。応力解
析には有限要素法を用い,得られる形態の精度をより向
上させるため,重量の 40％を減少した段階でセルサイズ
0.1m×0.1m とした再分割をし,Step150 まで解析を行う。
なお,プログラムの問題上,本手法の解析が Step127 で停
止したため,そこまでのデータを掲載する。 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 解析モデルと解析条件 
 
以下に,3 手法の比較で得られた結果を述べる。 
重量の推移(図 9)をみると,Step4での再分割後,Step8ま
では各手法ともに重量が著しく減少し, その後手法によ
り異なる変動を見せている。TypeA・TypeB は大きな重
量変動が度々起こり増減を繰り返している。TypeA の重
量の増減は座屈判定に起因するもので,ある Step におい
形状 10m×30m 
拘束条件 ピン支持 
荷重条件 節点に 0.5kN 
分割数 50×75 (1/2 領域) 
セルサイズ 0.2m×0.2m 
ポアソン比 0.2 
ヤング率 2.1×107 kN/m2 
F 値 2.1×104 kN/m2 
圧縮設定応力度 0.7×104 kN/m2  
引張設定応力度 2.1×103 kN/m2  
30m 
10m 
 
： 格子節点 
： 線形外挿を行う際の着目節点 
： セルの重心点 
 
： 特異点領域 
： 構造体を構成するセル 
： 着目節点を含むセル 
： 線形外挿を行う際の着目セル 
(1)特異点の領域を決定 (2)格子節点の物理量を求める 
(3)解析領域内の存在するセルに 
物理量を分布させる 
 座屈 Navier 特異点 
TypeA ○ ― ― 
TypeB ○ ○ ― 
TypeC ○ ○ ○ 
 
て柱幅比が 15 を上回った柱部材が現れた為,次の Step
から柱幅比の判定が満足するまで要素の付加を繰り返し,
満足した後に再び要素の削除が起こり減少したと考えら
れる。TypeB では荷重面を支える柱部材が破断したこと
による付加作用が,繰り返し起こった為である。TypeC で
は特異点の応力処理により,要素の付加削除に関係する
正規分布の値のばらつきが抑制され,TypeA・TypeB に比
べて重量の変動が緩やかであると考えられる。 
形態の進化過程 (図 10,図 11,図 12)では,初期の形態で
は各手法とも支持部から多くの柱部材で荷重面を支えて
いる。その後荷重面中央へと伸びる内側の長い柱部材が
破断し,アーチに近い形状へと進化していく。TypeC は他
の 2 手法と比べ非常に滑らかな曲線を描くアーチの形態
となっている。また最後に各制約判定時に用いる柱幅比
（図 13）と Navier の部材応力判定で用いる低減許容応力
度と部材の最大応力度(図 14)，新たに導入した特異点の
応力処理(図 15)の結果を載せる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9 重量の推移 
 
■Type A（座屈判定) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※枠内は座屈形態 
図 10 進化過程の形態 
 
 
 
 
 
■ Type B（Navier） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※枠内は座屈形態 
図 11 進化過程の形態 
 
■ Type C（特異点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※枠内は座屈形態 
図 12 進化過程の形態 
 
 
 
 
 
 
 
図 13 座屈判定による柱幅比 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 14 低減許容応力度と部材の最大応力度 
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図 15 特異点の応力処理 
 
■ 各 Type の優良解 
 
 
 
 
 
 
図 16 優良解の形態 
 
 
（2）考察 
各手法の優良解を比較すると,優良解の形態(図 16)では
TypeA はアーチに近い形態,TypeB はトラス状の形
態,TypeC はアーチとトラスの要素を併せ持つような形
態が選ばれ,各手法による進化過程の違いから異なる傾
向の形態が優良解となった。 
 
優良解の平均応力度(図 19)においては,各手法に大き
な差は見られないが,重量(図 17)と最大変位(図 18)の数値
では TypeC がいずれも小さくなっていることから,3 手法
による優良解比較において TypeCの優良解が力学的合理
性の高い形態であるといえる。 
 
以上の結果から,スパン比 1:3 のモデルにおいて,各手
法による形態と応答値の考察から,特異点の応力処理を
導入したことにより多様な形状と力学的合理性の高い形
態が獲得できた。 
おわりに 
本論文では,当分布荷重を支持する両端ピン支持モデ
ルに対して,再分割で細かな位相探索をするとともに,新
たに柱長さに座屈判定を導入した CA 法による構造形態
創生手法を提案した。数値解析例から本手法では, 各制
約判定と特異点の応力処理により局所的な応力集中を改
善したことで,力学的な所与条件を満足した新たな位相
の形態を獲得することができた。 
これらをうまく組み合わせていくことにより,本論文
で用いた手法は任意の設計条件に対する形態を求める場
面において新たな構造デザインを創生できる設計ツール
となり得る可能性があると考えられる。 
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図 17 重量の比較 図 18 最大変位の比較 
 
 
図 19 平均応力度の比較  
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